
平 成 ２ ３ 年 ２ 月 １ 日

法務省予算監視・効率化チーム

第３・四半期の取組の状況及び自己評価（案）

１ 支出計画の進捗状況

支出計画の進捗状況及び予算監視・効率化推進グループによる現状分析の

結果は，配付資料「支出計画の進捗状況（平成２２年１２月まで 」のとお）

りである。

２ 予算執行の効率化等に向けて職員の参画や意識の向上を図る取組

第３・四半期までの職員からの意見・提案の受付状況は，次表のとおりで

ある。また，本年７月から１０月までに受け付けた意見・提案に対する対応

状況は，別添１のとおりである。

３ 国民の声の受付

第３・四半期までの予算執行の効率化，無駄の削減に関する国民の声の受

付状況は，次表のとおりである。また，本年４月から１０月までに受け付け

た意見・提案に対する対応状況は，別添２のとおりである。

【職員からの意見・提案の受付状況】

月 受付件数 予算に関する意見数

6 38(13) 37

7 5(2) 5

8 9(0) 9

9 0 0

10 2(2) 2

11 2(1) 2

12 0 0

合計 56(18) 55

※受付件数の（　）内の数字は，メールで送付された件数で内数である。
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４ 予算執行の情報開示の充実

第３・四半期の情報開示の取組状況は，別添３のとおりである。

【自己評価】

○支出計画

支出計画と執行額にかい離が生じているものも見受けられるが，予算監

視・効率化推進グループによる現状分析においては，入札開差，節減効果

などかい離の理由はいずれも妥当であり，不適正な執行があるとは認めら

れない。

第４・四半期については，無駄な駆け込み執行や不要不急の出張を行わ

ないよう更なる適正な執行に努めることとする。

○その他の取組

職員の参画や意識の向上を図る取組については，本年７月から１０月ま

でに受け付けた職員からの意見・提案に対する対応状況を取りまとめ，ま

た，国民の声への対応の取組については，本年４月から１０月までに受け

付けた意見・提案に対する対応状況を取りまとめて改善策を周知するな

ど，着実に取組を推進しつつあるものと評価し得る。

また，予算執行の情報開示の充実に関する取組については，一部，公表

期限を途過したものもあるが，第３・四半期中に公表すべきものはすべて

公表を了しており，おおむね適切に取組が実施されているものと評価し得

る。

第４・四半期についても，職員の参画や意識の向上を図る取組及び国民

の声への対応の取組について，引き続き着実に推進するとともに，予算執

行の情報開示の充実に関する取組については，公表期限の厳守に努めるこ

ととする。

【国民の声の受付状況】

月 受付件数 予算に関する意見数

4 16 6

5 9 2

6 12 4

7 34 2

8 25 2

9 28 0

10 12 2

11 37 0

12 29 1

合計 202 19

※１１月にはがきで送られた１件を除いては，受け付
けた意見は，すべてメールで送られている。

- 2 -



（１３件）

【意見・提案の趣旨に沿って既に対応しているもの又は対応を検討するもの】　（１３件）

意見・提案の概要 対応状況

　年度末に帳尻合わせのために行われ
る収容業務調査のための出張をやめる
べきである。

　職員の出張については，職員個々の業務内容や職務能力等
を考慮して，自己の業務の研さんや今後の業務をより効果的
に実施するために必要であると判断し，計画的に実施してお
り，年度末に帳尻合わせで出張をさせているものではないが，
不要な旅費の執行を実施しているのが判明すれば，厳格に指
導する。

　電話やＬＡＮ等を活用して，各種会議
や打合せ会等の開催数を見直すべきで
ある。

　会議・会同については，単なる報告会に終わることなく，今後
の行政運営に資するような実質的な議論が行えるよう努めて
いる。
　また，テレビミーティングシステムで行える会議については，
積極的にシステムを活用している。

　紙やコピー機保守料の縮減を図るた
め，文書のペーパーレス化を推進すべ
きである。

　「文書管理業務の業務・システム最適化計画」（H19.4.13各府
省情報化統括責任者（CIO)連絡会議決定）に基づき，平成23
年度末までに，現行の「総合的な文書管理システム」から政府
全体で利用可能な「一元的な文書管理システム」に移行するこ
ととされており，移行後は，供覧・決裁に係る案件については，
原則として同システムを利用して電子的に行うこととなる。ま
た，文書の保存については，現在，法務省行政文書ファイル保
存要領を作成中であり，具体的な文書の保存等について検討
中である。
　なお，本省から各官署への文書の送付については，可能な
限り，電子メールを利用し，ペーパーレス化を積極的に推進し
ている。

　ハイブリッド車や軽自動車の配備によ
り，諸経費の縮減を行う。

　官用車の更新の際には，ハイブリッド車や低排出車を順次導
入するなどして燃料代などの諸経費の縮減を図っているところ
である。

　年間を通して計画的に執行できるよう
に，追加示達が一定の時期に集中しな
いようにする。
　また，決算において見込み以上の残
額がある場合も柔軟に認め，残額０に
近づけるための不必要な支出を避け
る。

  提案の趣旨については，現在，各府省において，年度末の使
い切り等，無駄な予算執行の排除という観点から，「予算監視・
効率化チーム」を設置し，予算執行の効率化へ向けた取組を
実施している。

　旅客会社及び旅行会社と提携し，出
張の必要が生じた際，相見積もりを実
施すること，更に旅費の支給方法を実
費弁済方法に変更する。

　旅行会社との提携については，法務本省において，平成２２
年１２月１日にパック商品等の安価なチケットの検索，出張者
への提案及びチケットの手配を行うための契約を専属の旅行
代理店と締結したところである。地方官署についても，旅費業
務の効率化及び旅費の節減に資すると認められる場合には，
同様のアウトソーシングを実施することとしている。
　また，旅費の支給方法については，今後，開発・導入予定の
旅費業務に係る府省共通システムの利用開始時には，交通費
の実費を支給する方法に改めることとされており，法務省にお
いても，同システムの利用を開始するまでの当面の措置とし
て，旅費業務の効率化及び経費節減に資すると判断できるも
のについては，交通費の実費支給を実施する予定である。

職員の意見・提案に対する対応状況

対応可能なもの
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意見・提案の概要 対応状況

　契約電力を見直すことにより，固定費
を削減する。

　現在でも，施設の新営時又は設備の更新時には，その地域
の特性やその時の技術力を勘案し，環境又は省エネに配慮し
た設備を構築し（一部の庁では太陽光発電や蓄電設備を導入
済みである。），ＣＯ２排出の削減や電力の節減を図っている。
また，電化製品についても，更新の際にその必要性を検討した
上で，設置数量・場所の見直しを行っている。
　今後も，費用対効果や環境配慮の点も考慮し，適切に対応
する。

　検察庁において，警察電話回線を使
用したファクシミリ専用回線の地方普及
を図ることにより，通信費等の諸経費の
縮減を図る。

　警電ファクシミリについては，既に全地方検察庁に設置済み
であり，支部・区検においても一部設置されているところ，設置
に当たっては回線の工事費等経費が発生するため，すべての
支部・区検に一律に設置する取扱いは適当ではないものの，
警察とのファクシミリの使用頻度が高く，経費節減が見込まれ
る場合には，警察署と設置のための協議を行っている。

　裁判員制度広報は，平成１７年から実
施されていることから国民の裁判員制
度に関する理解は進んでおり，今後は
対象者年齢を絞るなど対象者を絞った
取組を行うことで経費の縮減を図る。

　裁判員制度広報については，現在，交通広告等のように広く
国民に制度を周知するような広報は行っておらず，裁判員制度
に不安を抱えた国民からの個々の説明要請に対応するために
説明会等を実施するなど，対象を絞った広報を行っている。

　プリンタ及びＦＡＸ等の共有化を図り，
保守料又は機器の更新経費の削減・効
率化を図る。

　現在，用途，使用頻度等を勘案した上でコスト節減及び環
境配慮の観点から最適なコピー機，ＦＡＸ，プリンタ等ＯＡ機
器の最適な配備計画や複合機の導入を進めているところで
あり，また，政府の取組として環境省においても，外部有識
者が参画する「環境配慮契約法基本方針検討会のＯＡ機器
ワーキンググループ」においてＯＡ機器の適正配置などを検
討している状況である。
　今後とも，環境省の検討結果等を参考に，ＯＡ機器の適正
配置に努めることとする。

　予算示達は，例年の実績や事業内容
を勘案して配分されているが，計画の変
更や適正な使途と一致させるために
は，予算配分の見直しや使途変更制度
を導入すべきである。

　現行の予算制度においても成果重視事業などについては，
「目間流用の弾力化」，「目の大括り化」などの執行の弾力化が
図られている。
　なお，予算配分等を事業内容や業務にあったものに見直すこ
とは重要であり，法務省においても，引き続き，事業内容や業
務にあった予算要求をするとともに，適切な予算示達に努め
る。

　各庁内だけでは遊休備品を活用しき
れないことから，全国的な再利用も検討
すべきである。

　各庁においては，遊休備品を出さないことが肝要であるが，
遊休備品が生じた際には，同一組織の官署間又は法務省内
の他組織間でも管理換えを実施している上，他府省との間の
管理換えも可能である。
　今後とも，必要に応じて管理換えを活用することとしたい。

　現在，広島県の保護区のうち，三原地
区と尾道地区は本庁の管轄であるが，
三原地区と尾道地区は本庁よりも福山
駐在官事務所のほうが格段に近距離で
あり，保護観察官の対象者宅への訪問
や対象者の保護観察所への出頭等に
ついて近いほうが交通費と時間の削減
が図れるため，本庁の管轄ではなく，福
山駐在官事務所の管轄に変更する。

　駐在官事務所の管轄の変更については，保護観察所におい
て検討することとなっており，意見を踏まえ，管轄変更の適否
につき，広島保護観察所において検討しているところである。
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（１１件）

【意見・提案の趣旨に沿って対応することが困難なもの】　　（１１件）

意見・提案の概要 対応状況

　他官庁との懇親会等の飲酒を伴う会
議終了後などの付き合いを禁止する。

　飲食を伴う会議終了後の懇親会等への参加については，飲
食費用を自ら負担する場合等は，国家公務員倫理規程上の禁
止行為に当たらないため，全面禁止という措置をとることは困
難である。

　国費送還予算の有効活用の観点か
ら，違反者本人が所持金使用に同意し
ている場合は，不足額部分のみの国費
補てんという制度を執るべきである。

　提案内容の主旨はよく理解できるし，被退去強制外国人の中
には自らの希望で帰国を希望しているものの帰国費用の不足
を来すような場合には，地方入国管理官署で退去強制令書の
執行に当たっている職員が彼らの帰国費用を工面させるため
に相当な労務を費やすこともあると承知している。
　また，現行法は，被退去強制外国人自らが費用の全額を負
担する場合に認められている自費出国許可に限り，当該外国
人が希望する国・地域への送還を認めることとする一方で，自
費出国許可によらない送還の場合は法令の規定に基づき国
籍・市民権を有する国に送還することを原則とする制度設計と
なっている。
　仮に，本人の負担が全額ではなく一部であっても自費出国許
可を可能とした場合には，全額を負担することはできないので
残額を国費で負担してほしいと申し出られるような事案が増加
して退去強制令書の執行業務に支障を来しかねず，その一方
で僅かな負担であっても自費出国許可に該当するとして送還
先を任意に指定することができることとなれば，むしろ全体とし
ては国費による負担が増大するおそれがある。よって，にわか
に法改正ができるものではないので，慎重に検討していくことと
する。
　なお，国費送還予算の効率的な活用が図られるべきことは当
然であり，今後ともそのように努めていく所存である。

　検察庁において，私用の携帯電話機
を活用して公用の携帯電話機の削減を
行い，通信費等の諸経費の縮減を図
る。

　私用の携帯電話機の活用については，職員が通話料等を負
担することになるのは適当ではないし，また，通話料等を公費
負担にすることは私用と公用の切り分けが困難で事務負担が
増大することから適当ではなく，実現は困難である。

　検察庁において，私用車を公務に使
用できる環境を整備し，庁用自動車及
びレンタカー等の経費を削減する。

　原則として，私用物品を公務に使用することは認められて
おらず，また，修理代や燃料費等について公私の切り分け
が困難でもあることなどから，実現は困難である。
　なお，交通機関が発達していない地方検察庁において
は，予算の範囲内で，必要に応じてリース車の借り上げを
行っているところであり，その拡充を図ることでレンタカー等
の経費節減に努めている。

　異動のサイクルを延ばすことにより，
赴任旅費及び通勤手当等を削減する。

　人事異動については，業務上の必要性等の諸般の事情を考
慮した上で，適時・適切に実施しており，経費削減を最優先に
考えて人事異動を行うことは困難であるが，今後も，できる限り
経費削減にも配意していきたい。

　民間機関（有料）を利用した研修制度
を見直し，国家・地方行政機関の相互
協力により，経費のかからない研修を
実施する。

　研修は，職員の職務上必要な能力の向上及び事務能率の増
進を図ることを目的として実施している。研修内容によっては，
民間機関の専門的知識及び技術が必要な場合があり，内部講
師（職員）では代替不可能な講義もあるため，民間機関を利用
した研修を全て廃止することは困難であるが，今後とも，費用
対効果を十分に検討した上で必要な範囲に限り実施することと
する。

現時点では対応困難なもの
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意見・提案の概要 対応状況

　宿舎料徴収及び維持管理に係る事務
などの軽減するため，公務員宿舎を廃
止する。
　また，宿舎管理は所管省庁（財務省）
が直接管理することで，専門外の職員
が事務を行うといった非効率な業務の
削減につながる。

　国家公務員は，その勤務する官署が広く全国各地に散在し
ている上，職務上の要請に基づく転任，配置換等による居住地
移転の頻度が高く，転任先における安定した住居の確保に困
難を来たすことが多いほか，自力建設等による個人住宅の設
置場所を確定し難い事情にあるので，国が宿舎を設置して職
務の能率の低下を防止する必要があるとされている。そのた
め，国家公務員宿舎すべてを廃止することは，上記必要性から
鑑みて妥当ではない。
　なお，現在でも，不要となった宿舎については，順次廃止し，
取り壊している。
　省庁別宿舎の維持管理機関は，国家公務員宿舎法により，
当該宿舎の貸与を受けるべき職員の所属する各省各庁の長
又はその委任を受けた職員とされているが，被貸与者が宿舎
法の定める義務を守っているかどうかなど宿舎の維持管理を
適正に行うためには，設置を行った各省庁が自ら実情に即した
維持・管理を行うことが適当であるので所管省庁が直接管理す
ることの実現は困難である。

　検察庁支部における業務の合理化に
限りがあることから，法務省において，
同一地域における出先機関の事務を統
合し，人件費や物品購入等を一元化し
て人件費を削減する。

　検察庁の業務については，検察庁法，その他関係法令等に
基づいて定められていることや検察権の独立や犯罪の捜査を
行うという検察庁の特殊性をかんがみると，法務省内の他の
組織と統合することは困難であると思料される。
　なお，物品購入等については，現在でも他官署との共同調達
などを実施するなどし，経費節減及び事務の合理化を図ってい
る。

　経費節減のため，検察庁における臨
時職員等を抑制し，その分の業務は職
員に超過勤務で対応させる。

　臨時的任用職員等については，各庁における業務運営上の
必要性を十分検討の上，必要と判断した場合にのみ補充を
行っているものと認識している。
　なお，継続的な超過勤務は，職員の心身の健康及び福祉に
害を及ぼすおそれがあることから，全省庁的に縮減に取り組ん
でおり，検察庁においても，積極的に縮減に取り組んでいると
ころである。

　個人購入で賄える庁用で使用する消
耗品（ペンなどの文具類等）について
は，給与の手当として直接支給するな
どして，庁費で購入しないこととすれ
ば，事務の効率化につながる。

　文具類等消耗品の購入については，年間の使用量を推定
し，入札による一括購入を行うことにより，定価より安価に購入
できていることから，個人で文具類の購入を行うと，これら経費
節減を図ることができなくなり，手当支給に切り替えたことによ
りかえって経費が増大するおそれがある。

　民間ボランティアの保護司は，仕事を
持ちながら保護司をしている者も多く，
年６回有給休暇をとって研修に参加す
ることは仕事に支障を来す。また，年６
回の研修資料を保護観察官が作成して
いるが，回数が多すぎて資料が煩雑と
なり中身の薄いものとなる心配がある。
　そこで，地区保護司会保護司に対す
る地域別定例研修会を年６回から年４
回に変更する。

　保護司の地域別定例研修は，実務上必要な知識及び技術の
全般的な水準向上，各地域において当面する問題の解決等を
目指して実施されており，保護司研修の核となるものである。
研修への参加のために保護司に相応の負担は生じるものの，
保護司として保護観察処遇等を適正かつ効果的に行うために
必要な研修であり，今後も一定の実施回数を維持すべきと考
えている。なお，現場庁から研修資料を取り寄せるなどして調
査したところ，資料内容が薄いものになっているとの事実はな
い。
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（８件）

【意見・提案のとおり対応するもの】　（１件）

意見・提案の概要 対応状況

ある地方官署でバイトをしたとき，給料が
支給されるたびに国庫から口座に振り込ま
れた旨のはがきが自宅に送られてきた。給
与明細は配られており，郵送で重複して通
知するのは無駄ではないか。

給与が支給される際に送付される国庫金振込通知書に関する御意
見です。
御意見の内容を法令等に照らして検討いたしましたところ，御本人

に対し，給与支給日に明細書を手渡して支払は振込みであることを伝
えるのであれば，国庫金振込通知書の送付は不要であるとの結論を
得ました。
そこで，予算の効率的執行等の観点から，御意見のとおり，今後は

国庫金振込通知書を送付しない取扱いとすることとし，このことを地
方官署に対しても周知しております。

【意見・提案の趣旨に沿って既に対応しているもの又は対応を検討するもの】　（７件）

意見・提案の概要 対応状況

入国管理局の横柄な態度の悪い職員に
支払う給料，これこそが無駄遣いである。
日本人の配偶者として立派に納税もして

いる人間を不法滞在で風俗で働く奴らと一
緒の扱いにするな。

　職員の接遇に関する御意見です。
職員の接遇に関しては機会をとらえて指導を行っているほか，各種

研修においても接遇に関する講座を設けるなどしてその向上を図って
おります。
御意見を踏まえ，今後とも職員に対し適切な指導を行い，行政サー

ビスの向上に努めてまいります。

法務局備付け地図作成業務の調達につ
いては，入札参加資格が「役務の提供Ｃラ
ンク以上」となっているが，各地方法務局管
内にその条件にかなう業者は各都道府県
の公共嘱託登記土地家屋調査士協会の１
者しかなく，管轄の異なる地域に入札を希
望する業者はないため，毎年１者入札で高
落札率となっている。
この入札参加資格をＤランクまで下げるこ

とにより，法務局全体で数億円の節減がで
きる。
各都道府県の公共嘱託登記土地家屋調

査士協会で実際に仕事を行っているのは当
該協会の構成員である土地家屋調査士で
あるため，ＣランクもＤランクも全く変わらな
い。

　入札参加資格に関する御意見です。
一般競争入札では，公告によって広く一般の方の参加を募って競争

が行われますが，無制限に参加を認めると，不信用，不誠実な者が
参加し，契約の履行が確保できないおそれがあります。このため，契
約の種類ごと，金額ごとに，入札に参加できる資格に区分を設けて契
約の履行を確保することとしています。
これが入札参加資格の趣旨ですが，法務省では，その資格区分に

該当する方が少数である場合などには，適正な競争を確保する必要
があることから，各調達機関の判断により，下位の資格区分の方も入
札に参加できるような弾力的な運用をとることを認めております。
御指摘の法務局備付け地図作成業務の調達については，これまで

も，上記の条件に該当する場合には入札参加資格をＤランクに下げ
ることが可能であるとの指導を行っておりますが，御意見を踏まえ，引
き続き適切な指導を行ってまいります。

街中でポスターやのぼりを使って様々な
人権擁護キャンペーンを行っているが，そ
れらの対象について一般の国民はほとんど
何のことか分からない。学校やその地域を
対象にすることで十分である。人権関連は
専門知識の範疇に入る場合が多いため，
公務員や公的機関職員，国家資格所有者
らを対象に重点的に研修啓発を行うのであ
れば予算は無駄にはならないが，表面的な
一般的キャンペーンは逆に差別を助長する
ことになっている。

　人権啓発活動に関する御意見です。
　法務省では，広く国民一人一人が人権尊重の理念を深めるため，
国の責務として，あらゆる機会を通じて啓発活動を行っております。
　啓発手法については，様々な御意見があるところですが，頂いた御
意見も踏まえ，今後も分かりやすく親しみやすい人権啓発を目指して
まいりたいと考えております。
　なお，御意見にある公務員等に対する研修については，これまでも
実施してきておりますが，今後も力を入れて行ってまいります。

国民の声に対する対応状況

対応可能なもの

別添２
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意見・提案の概要 対応状況

法務省のホームページに入札情報が載り
ますからと説明を受けたが，一向に載らな
い。当社を入札に参加させたくないからなの
か。

　調達情報の公表に関する御意見です。
法務省では，競争入札に係る全ての調達案件について，法務省

ホームページに公告するとともに，掲示公告又は官報公告を実施して
おります。
調達情報については，たくさんの事業者の方に参加していただける

よう，今後とも法務省ホームページに公告してまいりますので，御確
認くださいますとともに，不明な点については，担当部局にお問い合
わせくださいますようお願いいたします。

法務省が公表した「法曹養成制度に関す
る検討ワーキンググループにおける検討結
果（取りまとめ）」及びその付属資料によれ
ば，法科大学院７４校のうち２６校につい
て，その成績評価が不当に甘く，新司法試
験の合格実績も低いなどの重大な問題が
あるということであるが，そのような法科大
学院に漫然と財政支援や公務員である裁
判官・検察官の派遣などを続けることは，国
家予算の無駄遣いではないか。
また，現状における法曹の需要を大きく超

過し，質の確保も十分でない法科大学院修
了者を新司法試験に合格させ，公費をもっ
て司法修習を受けさせるのは，国家予算の
無駄遣いではないか。
上記取りまとめでは，法曹養成制度に関

し，無駄遣いをなくす観点からの積極的検
討が極めて不十分であるように思われるの
で，早急な改善を要望する。

　法曹養成制度に関する御意見です。
法曹養成制度に関しては，一部の法科大学院において，新司法試

験の合格率が低迷しているなど様々な問題点の御指摘があることは
承知しておりますが，現在，「法曹養成制度に関する検討ワーキング
チーム」の取りまとめを踏まえ，新しい検討体制の立ち上げに向けて
文部科学省とも協議・検討を行っているところであり，今後とも，頂い
た御意見等を踏まえ，検討を行ってまいります。

息子が刑務所の技官として勤めている友
人から，「刑務所は，仕事が８時半始まり
で，７時半には全員が出勤するが何も仕事
をしなくて８時半から仕事をし，早朝手当が
貰える。」，「夕方１８時半までいて１時間の
手当が支給され，１日２時間の手当をねらっ
て全員居残りする。」と聞きました。これは給
料泥棒である。

　超過勤務手当の支給に関する御意見です。
超過勤務手当は，正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜら

れた職員に支給するものであり，命令もなく，単に居残っている者等
に支給している事実はないものと承知しております。
　仮に，支給の要件もないままに超過勤務手当を支給している事実が
あれば，戻入等の措置を行った上で，厳正に対処いたします。
御意見に対しては，各施設に注意喚起を行っており，今後とも適正

な超過勤務手当の支給に努めてまいります。

「高齢者・障害者の人権あんしん相談」ポ
スターはタイトルが「障害者」となっており，
また，図中にも「障害者に対する」とあるが，
近年，「障害者」を「障がい者」，「障がいの
ある人」と表記する動きがある。このような
中，貴局・貴連合会が作成したポスターは，
依然として「障害者」のままである。法務局
に問い合わせたところ，「法律では，まだそ
のようになっている。」との回答だったが，法
律と一般国民とが見るポスターとでは受け
る感覚が違うと思うので，ポスター作成に当
たっては誰もが気持ちよく受け取れるよう心
掛けるべきだと思う。次回作成から検討願
いたい。

　人権擁護に関するポスターの表記に関する御意見です。
法務省の人権擁護機関が行う障害者に関する施策は，障害者基本

法，障害者基本計画，人権教育・啓発に関する基本計画等にのっとっ
て行っており，表記の方法もこれらの法律に従っております。
御指摘の点については，様々な御意見があるところですので，頂い

た御意見も参考に，検討を行ってまいります。
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（８件）

【意見・提案の趣旨に沿って対応することが困難なもの】　　（８件）

意見・提案の概要 対応状況

　ＣＡＰＩＣは廃止し，刑務所・少年院・鑑別所
は民営化してほしい。

①ＣＡＰＩＣ（財団法人矯正協会刑務作業協力事業部）の廃止，②矯
正施設の民営化との御意見です。次のとおり，いずれも御意見どおり
に対応することは困難であると考えております。
　①　ＣＡＰＩＣの廃止
　　　刑法は懲役刑について刑事施設において所定の作業を行わせ
　　るものとしており，刑事施設では民間企業等から作業を受注し，こ
　　の懲役刑の執行に必要な作業量の確保に努めておりますが，現
　　状では，それのみでは必要な作業量が確保できず，ＣＡＰＩＣから
　　原材料の提供を受けて，不足する作業量を補っている状況にあり
　　ます。
　　　このように，ＣＡＰＩＣによる刑務作業協力事業は国にとって必要
　　不可欠な事業であり，廃止することは困難と考えております。
　②　矯正施設の民営化
　　　刑務所，少年院，少年鑑別所における矯正教育や資質鑑別等
　　は，過去の実績や経験に基づく実績を重ねて，現在の矯正処遇を
　　展開しており，民間のノウハウでは到底補い得ません。また，矯
　　正施設の業務のうち，公権力の行使を伴う部分については，現状
　　では民間に委託することはできませんし，矯正施設にはいわゆる
　　処遇困難者も多数収容されていることからすれば，全ての矯正施
　　設を民営化することは不可能と考えております。
　　　このように，矯正施設を全て民営化することは不可能ですが，一
　　部の矯正施設については，現在でも市場化テストやＰＦＩ事業等に
　　より可能な範囲で一部民間委託を行っておりますので，今後とも
　　可能な範囲で民間委託を実施してまいります。

札幌拘置所の土地は莫大に広い。大学の
キャンパスにも劣らない土地などは，これを
民間が使用した場合の固定資産税を考え
てみると大きな損失になる。犯罪者等を矯
正するなどの理由でこのような広大な土地
を使用するのは事業仕分けに該当する。主
な土地は官舎郡みたいである。

　札幌拘置支所の敷地に関する御意見です。
札幌拘置支所の敷地は約３６万㎡ありますが，これは，この敷地に

札幌刑務所を始めとする矯正関係の５つの施設が集約されて建って
いることによるものです。また，御意見にある「官舎郡」とは，矯正施
設ではなく，札幌刑務所の敷地に隣接して建てられている道営住宅を
指すものと思われます。
札幌拘置支所を始め矯正の施設の敷地については，各々の行政目

的に照らし，その管理運営のために必要となる面積を確保しており，
法務省では敷地が広すぎて無駄であるとは考えておりませんが，今
後とも，御指摘のような御批判を受けることのないように適正な管理
に努めてまいります。

現在，社会を明るくする運動など，国によ
る広報活動に莫大な予算をかけています
が，費用対効果が不明だし，国が広報のた
めに税金を使うのもおかしい。裁判員制度
広報もそうだし，先日あった全国矯正展もそ
うですので，すぐに廃止してほしい。

　法務省が実施している広報活動に関する御意見です。
御指摘があったのは，①社会を明るくする運動，②裁判員制度に関

する広報及び③全国矯正展の３つです。
　①　社会を明るくする運動は，全ての国民が犯罪や非行の防止と
　　罪を犯した人たちの更生について理解を深め，それぞれの立場に
　　おいて力を合わせ，犯罪のない地域社会を築こうとする全国的な
　　運動です。この運動は，法務省が主唱しているものですが，実際
　　の活動は，経費も含めて民間の方々が中心になって実施しており
　　ます。
　②　裁判員制度に関する広報については，裁判員裁判への参加に
　　消極的な国民がなお少なくない現状に鑑みますと，国民の不安解
　　消を図るための広報は依然として必要なものと考えております。
　　現在，各検察庁においては，交通広告等のように広く国民に制度
　　を周知するような広報は行っておらず，裁判員制度に不安を抱え
　　た国民からの個々の説明要請に対応するために説明会を実施す
　　るなど，対象を絞った広報を行っております。
　③　全国矯正展は，刑務所作業製品の展示・販売を通じて広く刑務
　　作業の技術力を国民に広報し，刑務作業の受注につなげる広報
　　活動として貴重な機会である上に，国の歳入にも貢献し，さらに
　　は，社会復帰に向けて刑務作業に取り組む受刑者の改善意欲を
　　高めるものとなっており，極めて有用なものと考えております。
以上のとおり，いずれの活動についても必要かつ有効なものであ

り，廃止は困難であると考えておりますが，御意見の趣旨を踏まえ，
今後とも効果的な活動になるように工夫に努めてまいります。

現時点では対応困難なもの
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意見・提案の概要 対応状況

法務局で初めて法人印のカードと印鑑証
明を取った。市役所の住民票や印鑑証明の
ように，機械にカードを挿入して手数料を入
れれば発行されると思ったが，カードとは別
に印鑑証明申請書を書いて，カードとともに
窓口に提出するという手続を経て印鑑証明
を取得した。
市役所のように，印鑑証明発行機を置け

ばいいのではないか。機械化をすれば登記
簿謄本や代表者事項証明書の発行手数料
も下げられるのではないか。

　法人の印鑑証明書の発行方法に関する御意見です。
法人の印鑑証明書については，不正取得防止のため，御意見にあ

るようなカードと手数料を入れるのみの印鑑証明書発行機での発行
は困難であると考えております。
御意見どおりの対応は困難ですが，現在，一部の法務局には，利

用される方の利便を図るものとして，印鑑カードを挿入し，代表者の
方の生年月日及び請求される方のお名前を入力するだけで，請求書
及び証明書が自動作成される証明書発行請求機を導入（手数料の納
付及び印鑑証明書の交付は窓口で行う必要があります。）しておりま
す。平成２２年度中には，利用者数が一定以上の法務局にまでこの
請求機を拡大して設置することとしており，御意見等を踏まえ，今後と
も利用される方の利便性の向上に努めてまいります。

近隣に所在する区検察庁は当初は毎日
業務をしていたが，ここ数年業務が集約さ
れ，職員が庁舎に来るのは週一回ほどで雑
草が生え放題で無駄であり，民間に売却処
分等を行うべきである。

　区検察庁の廃止に関する御意見です。
区検察庁については，検察庁法第２条が「区検察庁は，各簡易裁判

所に，それぞれ対応して置く。」と規定しているため，御指摘の区検察
庁についても，それに対応する簡易裁判所が存する以上，廃止する
ことはできません。
また，御指摘の区検察庁の庁舎は，交通違反事件の取調べ等で定

期的に使用しているほか，被害者等の参考人の聴取にも使用してい
ることから，庁舎を廃止して民間に売却するなどの処理は困難である
と考えております。
除草については，年に数回，定期的に行っておりますが，御意見も

踏まえ，状況によって回数を増やすなどして今後とも適正な国有財産
の維持管理に努めてまいります。

大阪拘置所を５００億円の公費を使い，建
て直すと聞いた。財政が大変な時期に建て
直す余裕は無いのではないか。大阪拘置
所内に建つ職員住宅が１５階建てで立派な
ものになるようだが，公費で行われるのは
どうなのか。色々な場所からの圧力がある
と思うが，もう少し考えた階層の建物にした
らどうか。

　大阪拘置所の庁舎及び職員宿舎の建て替えに関する御意見です。
御意見は，①庁舎及び職員宿舎の建て替えを見送るべし，また，②

建て替えるとしても職員宿舎の階層を見直すべしというものです。
　①　庁舎及び職員宿舎の建て替えの見送り
　　　大阪拘置所の庁舎及び職員宿舎は，昭和３２年から受刑者に
　　よって建築された建物であり，現行の耐震基準を満たしていない
　　ばかりか，建築後５０年以上が経過したことにより，建物設備の
　　老朽化は，もはや部分的な補修では対応できないほど進み，大
　　規模な地震が発生した場合，建物の倒壊や崩落等により，被収
　　容者及び職員の生命・身体はもちろん，地域社会に及ぼす被害
　　も甚大なものとなるおそれが顕著であり，早急に改築する必要
　　がありました。
　　　大阪拘置所の庁舎及び職員宿舎の建て替えは，このような理
　　由でその予算が認められ，平成２２年度から本工事に着工してい
　　るものであることを御理解ください。
　②　職員宿舎の階層の見直し
　　　大阪拘置所の職員宿舎は，関係法令に基づいて，通常の業務
　　時間以外において，国民の生命又は財産を保護するための非常
　　勤務に従事するために，官署の構内又は近接する場所に居住す
　　る必要がある者に貸与する宿舎です。例えば，大地震等の天災
　　事変が発生した場合には，被収容者の身体・生命の保護又は地
　　域社会の安心・安全の確保等のため，宿舎に住んでいる職員が
　　直ちに非常登庁することになります。これらの事態に即応するた
　　めに，職員宿舎の整備戸数は，職員定員のおおむね６割以上と
　　しております。
　　　一方，国の現在の方針として，建物を建設する際には容積率等
　　の敷地の能力を最大限に活用し，可能な限り集約立体化を図るこ
　　ととされております。大阪拘置所の職員宿舎についても，当初は
　　階層を１８階建てとして計画しておりましたが，近隣の住民の皆様
　　から，隣接するマンションと同等の階層（１５階建て）にすべきであ
　　るとの意見が寄せられたことなどから，住民の皆様との協議等を
　　経ながら，整備戸数の若干の削減も含めた計画の一部見直しを
　　行い，現在の１５階建てに変更したものです。
　　　大阪拘置所の職員宿舎の階層は，このように限られた敷地内で
　　の宿舎建物の集約立体化と近隣社会との調和の両立を図ってお
　　り，拘置所としての非常時の即応体制確保等のためには，これ以
　　上，階層（戸数）を削減することは困難な状況にあることを御理解
　　ください。
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意見・提案の概要 対応状況

庁内に設置されている自動うがい器に使
用しているうがい薬は使用頻度が非常に少
なく，業者にだまされている。８０倍希釈とさ
れているが，本当は３０倍で使用し，うがい
薬を使用していると嘘をいって捨てている。
無駄な予算を使用しているので見直し願い
たい。

　庁内に設置されている自動うがい機に関する御意見です。
自動うがい器は，来庁者及び職員の健康保持に一定の効果があ

り，また，契約内容の検査・確認も適切に実施していることから，御指
摘のように業者にだまされているという事実もありません。
そのため，自動うがい機を現時点で廃止することは考えておりませ

んが，御意見の趣旨を踏まえ，今後とも適切な運用に努めてまいりま
す。

法務省施設の施設整備は，一般会計で措
置されるべきところ，登記特別会計が一般
会計に統合される直前に，駆け込みで登記
所用の土地を買いあさるような，特別会計
の趣旨を逸脱した予算執行がされた。是正
されるべきでないか。

　登記特別会計の予算執行に関する御意見です。
登記所に係る施設費については，特別会計に関する法律の規定に

より，登記特別会計で支出することが認められており，御指摘のよう
に一般会計で措置されなければならないものでもありません。
また，土地の取得に関しては，庁舎整備において必要となる庁舎の

敷地を取得しているものであり，御指摘のような一般会計に統合され
る直前に駆け込み執行を行っているような事実はありません。
御指摘のような御批判を受けることのないよう，今後とも引き続き登

記特別会計の適正な予算執行に努めてまりいます。
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２
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9
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0
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8
0

0
0

0
2
9
3
,7
8
0

(目
)矯

正
管
理
業
務
庁
費

2
,8
5
6
,0
5
2
,0
0
0

2
3
5
,5
0
0

1
8
8
,2
9
3
,3
9
5

2
1
1
,5
2
8
,9
5
6

2
3
1
,7
9
8
,1
2
6

2
1
7
,8
4
8
,1
7
9

2
0
9
,2
5
8
,0
4
1

2
4
4
,6
1
1
,2
2
4

2
3
5
,5
4
9
,8
5
7

2
3
8
,1
2
1
,1
3
6

1
,7
7
7
,2
4
4
,4
1
4

（
注

）
各
目
は
，
各
項
の
内
数
で
あ
る
。

(項
)矯

正
施
設
民
間
開
放
推
進
費

平
　
成
　
２
２
　
年
　
度
　
矯
　
正
　
官
　
署
　
予
　
算
　
支
　
出
　
状
　
況
　
調

組
織
・
項
目
名

歳
出

予
算

現
額

支
　
　
　
出

　
　
　
済

　
　
　
額

第
１
・
四
半
期

第
２
・
四
半
期

第
３
・
四

半
期

第
４
・
四

半
期

合
　
計

【別表１】
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N
o
.

物
品
役
務
等
の
名
称
及
び
数
量

契
約
担
当
官
等
の
氏

名
並

び
に
そ
の

所
属

す
る
部

局
の

名
称

及
び
所

在
地

契
約

を
締

結
し
た
日

契
約

の
相

手
方

の
商

号
又

は
名

称
及

び
住

所

一
般

競
争

入
札

・
指

名
競

争
入

札
の

別
（
総

合
評

価
の

実
施

）

予
定

価
格

（
円

）
契

約
金

額
（
円

）
落

札
率

（
％

）
備

　
考

（
一

括
調

達
実

施
庁

等
）

1
5
7
多
重
放
映
制
御
装
置

一
式
整
備
契
約

支
出
負
担
行
為
担
当
官

　
神

戸
拘

置
所

長
　
谷

　
広

次
（
兵

庫
県

神
戸

市
北

区
ひ
よ
ど
り
北

町
2
-
1
）

平
成

2
2
年

1
1
月

3
0
日

三
菱
電
機
シ
ス
テ
ム
サ

ー
ビ
ス
株

式
会

社
関

西
支

社
大

阪
府

大
阪

市
北

区
大

淀
中

1
-
4
-

1
3

一
般

競
争
入

札
8
,8
0
2
,0
0
0

6
,0
6
2
,7
0
0

6
8
.9

1
5
8
医
療
機
器
購
入
契
約

支
出
負
担
行
為
担
当
官

　
名

古
屋

刑
務

所
長

　
北

嶋
　
淸

和
（
愛

知
県

み
よ
し
市

ひ
ば
り
ヶ
丘

1
-
1
）

平
成

2
2
年

1
1
月

3
0
日

協
和

医
科

器
械

株
式

会
社

静
岡

県
静

岡
市

駿
河

区
池

田
1
5
6
-

2
一

般
競

争
入

札
1
,7
6
0
,8
5
0

1
,7
3
2
,5
0
0

9
8
.4

1
5
9
多
重
放
映
制
御
装
置

一
式
整
備
契
約

支
出
負
担
行
為
担
当
官

　
広

島
刑

務
所

長
　
室

　
憲

治
（
広
島
県
広
島
市
中
区

吉
島

町
1
3
-
1
1
4
）

平
成

2
2
年

1
1
月

3
0
日

三
菱
電
機
シ
ス
テ
ム
サ

ー
ビ
ス
株

式
会

社
東

京
都

世
田

谷
区

太
子

堂
4
-
1
-
1

一
般

競
争
入

札
1
1
,0
2
5
,0
0
0

7
,3
2
9
,0
0
0

6
6
.5

1
6
0
A
重

油
供

給
契

約

支
出
負
担
行
為
担
当
官

　
福

岡
刑

務
所

長
　
齋

藤
　
和

彦
（
福
岡
県
糟
屋
郡
宇
美

町
障

子
岳

南
6
-
1
-
1
）

平
成

2
2
年

1
1
月

3
0
日

株
式

会
社

サ
ン
ラ
イ
ズ
石

油
福

岡
県

福
岡

市
中

央
区

港
3
-
1
0
-

1
7

一
般

競
争
入

札
5
,9
1
6
,4
8
0

5
,5
3
3
,9
2
0

9
3
.5

単
価

契
約

1
6
1
焼
却
炉
解
体
撤
去
業

務
委
託
契
約

支
出
負
担
行
為
担
当
官

　
佐

賀
少

年
刑

務
所

長
　
峰

　
均

（
佐
賀
県
佐
賀
市
新
生

町
2
-
1
）

平
成

2
2
年

1
1
月

3
0
日

丸
廣

建
設

株
式

会
社

佐
賀

県
多

久
市

東
多

久
大

字
別

府
5
9
3
-
2

一
般

競
争
入

札
9
,8
0
9
,1
0
0

5
,8
9
0
,0
0
0

6
0
.0

1
6
2
多
重
放
映
制
御
装
置

一
式
整
備
契
約

支
出
負
担
行
為
担
当
官

　
青

森
刑

務
所

長
　
大

内
　
唯

壽
（
青
森
県
青
森
市
大
字

荒
川

字
藤

戸
8
8
）

平
成

2
2
年

1
1
月

3
0
日

株
式

会
社

青
森

ニ
ュ
ー
レ
ッ
ク

青
森

県
青

森
市

千
刈

1
-
8
-
1
5

一
般

競
争
入

札
1
4
,4
2
3
,6
3
3

1
3
,0
2
0
,0
0
0

9
0
.3

1
6
3
私
物
管
理
保
管
袋
供

給
契
約

支
出
負
担
行
為
担
当
官

　
札

幌
刑

務
所

長
　
浅

野
　
賢

司
(北

海
道
札
幌
市
東
区
東
苗
穂
2
-
1
-
5
-
1
)

平
成

2
2
年

1
1
月

3
0
日

大
丸

藤
井

株
式

会
社

北
海

道
札

幌
市

中
央

区
南

1
西

3
-
2

一
般

競
争
入

札
6
,0
4
8
,0
0
0

2
,9
4
8
,4
0
0

4
8
.8

1
6
4
脳

波
計

一
式

リ
ー
ス
契

約

支
出
負
担
行
為
担
当
官

　
長

崎
少

年
鑑

別
所

長
　
遠

藤
　
隆

行
（
長
崎
県
長
崎
市
橋
口

町
4
-
3
）

平
成

2
2
年

1
1
月

3
0
日

株
式

会
社

日
医

リ
ー
ス

東
京

都
品

川
区

西
五

反
田

1
-
3
-
8

一
般

競
争
入

札
8
6
0
,0
7
6

7
9
9
,2
0
0

9
2
.9

公
共
調
達
の
適
正
化
に
つ
い
て
（
平
成
1
8
年
8
月
2
5
日
付
財
計
第
2
0
1
7
号
）
に
基
づ
く
競
争
入
札
に
係
る
情
報
の
公
表
（
物
品
役
務
等
）

【別表２】
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【
法
務
省
】

N
o
.

事
業
名

補
助
金
交
付
先
名

交
付
決
定
額
（
円
）

支
出
元

会
計
区
分

支
出
元
（
目
）
名
称

補
助
金
等
交
付
決
定
等

に
係

る
支

出
負

担
行

為
な

い
し
意

思
決

定
の

日
備

　
考

1
人
権
関
係
情

報
提
供
活
動
等
の
充
実
強

化
財

団
法

人
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー

1
0
,7
1
4
,0
0
0

一
般

会
計

人
権

啓
発

活
動

等
補

助
金

平
成

2
2
年

7
月

8
日

2
政
府
開
発
援

助
出
入
国
管
理
指
導
事
業

財
団
法
人

国
際
研
修
協
力
機
構

1
1
,5
9
4
,3
7
5

一
般
会
計

政
府
開
発
援
助
出
入
国
管
理
指

導
事
業
費
補
助
金

平
成
2
2
年
7
月
8
日

3
法
務
省
共
済

組
合
長
期
公
経
済
国
庫
負

担
金

法
務
省
共
済
組
合

3
4
,6
7
6
,0
0
0

一
般
会
計

国
家
公
務
員
共
済
組
合
負
担
金

平
成
2
2
年
7
月
1
5
日

4
法

務
省

共
済

組
合

長
期

給
付

に
係

る
追

加
費
用
（
整
理
資
源
）

法
務
省
共
済
組
合

1
,4
1
5
,4
7
2
,0
0
0

一
般
会
計

国
家
公
務
員
共
済
組
合
負
担
金

平
成
2
2
年
7
月
1
5
日

5
法
務
共
済
組

合
長
期
公
経
済
国
庫
負
担

金
（
基
礎
年
金
）

法
務
省
共
済
組
合

8
4
3
,1
7
4
,0
0
0

一
般
会
計

基
礎
年
金
国
家
公
務
員
共
済
組

合
負
担
金

平
成
2
2
年
7
月
1
5
日

6
刑
務
共
済
組

合
短
期
公
経
済
国
庫
負
担

金
刑
務
共
済
組
合

3
7
8
,0
0
0

一
般
会
計

国
家
公
務
員
共
済
組
合
負
担
金

平
成
2
2
年
7
月
2
0
日

7
刑
務
共
済
組

合
長
期
給
付
公
経
済
国
庫

負
担
金

刑
務
共
済
組
合

3
6
,4
1
5
,0
0
0

一
般
会
計

国
家
公
務
員
共
済
組
合
負
担
金

平
成
2
2
年
7
月
2
0
日

8
刑

務
共

済
組

合
長

期
給

付
に
係

る
追

加
費
用
額
（
整
理
資
源
）

刑
務
共
済
組
合

1
,3
7
1
,5
8
8
,0
0
0

一
般
会
計

国
家
公
務
員
共
済
組
合
負
担
金

平
成
2
2
年
7
月
2
0
日

9
刑
務
共
済
組

合
長
期
公
経
済
国
庫
負
担

金
（
基
礎
年
金
）

刑
務
共
済
組
合

8
8
5
,4
6
0
,0
0
0

一
般
会
計

基
礎
年
金
国
家
公
務
員
共
済
組

合
負
担
金

平
成
2
2
年
7
月
2
0
日

（
注

）
対

象
と
な
る
補

助
金

等
と
は

，
「
補

助
金

等
に
係

る
予

算
の

適
正

化
に
関

す
る
法

律
」
第

２
条

に
規

定
す
る
補

助
金

等
を
い
う
。

補
助

金
等

に
関

す
る
情

報
開

示
（
平

成
２
２
年

度
第

２
・
四

半
期

）

【別表３】
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【
法
務
省
　
一
般
会
計
】

（
単
位
：
千
円
）

第
１
・
四
半
期

第
2
・
四
半
期

第
3
・
四
半
期

第
4
・
四
半
期

４
月
～
６
月
分

７
月
～
９
月
分

１
０
月
～
１
２
月
分

１
月
～
３
(４
)月

分

法
務

本
省

6
,9
3
3

6
,2
2
3

0
0

1
3
,1
5
6

検
察

庁
9
,4
8
9

1
4
,8
9
2

0
0

2
4
,3
8
1

矯
正

官
署

5
9
6

7
6
5

0
0

1
,3
6
1

更
生

保
護

官
署

7
9

5
8

0
0

1
3
7

法
務

局
2
7
4

3
6
9

0
0

6
4
3

地
方

入
国

管
理

官
署

4
0
6

9
8
6

0
0

1
,3
9
2

公
安

調
査

庁
3
2
1

3
9
2

0
0

7
1
3

合
　
　
計

1
8
,0
9
8

2
3
,6
8
5

0
0

4
1
,7
8
3

注
）
タ
ク
シ
ー
代

支
出

合
計

額
の

う
ち
，
捜

査
，
被

収
容

者
の

出
廷

・
護

送
な
ど
，
「
職

員
の

深
夜

帰
宅

以
外

に
利

用
し
た
も
の

」
が

約
5
4
パ

ー
セ
ン
ト
含

ま
れ

て
い
る
。

タ
ク
シ
ー
代

に
関

す
る
支

出
状

況
（
第

２
・
四

半
期

）

組
　
　
　
織

備
考

合
　
計

【別表４】
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